
日本海発電株式会社

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 ･･･････････････････････････

る。
(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産及び無形固定資産･･････　定額法によっている。

(3)引当金の計上基準

① 貸倒引当金 ････････････････････ 　売掛金等の貸倒れによる損失に備えるため，一般債
権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し，回収不
能見込額を計上している。

② 退職給付引当金 ････････････････ 　従業員の退職給付に備えて，規程に基づく当期末自
己都合退職要支給額の100％を計上している。

③ 役員退任慰労引当金 ････････････ 　役員退任慰労金の支出に備えて，規程に基づく当期
末要支給額を計上している。

(4)収益及び費用の計上基準
　当社の主たる事業は，北陸電力株式会社に電気を供給することであり，北陸電力株式会社と
の契約に基づき電気を供給する履行義務を負っている。当該契約は電気の供給の都度，履行義
務を充足する取引である。履行義務の充足の進捗度を電気の供給量により測定し，これに応じ
て収益を認識している。

２ 貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額

建物 747,464千円
構築物 10,253,145千円
機械装置 9,886,133千円
器具及び備品 6,550千円

合計 20,893,294千円

(2)固定資産の補助金受入れによる圧縮記帳額

建物 181,358千円
構築物 3,396,350千円
機械装置 2,870,455千円
器具及び備品 230千円
土地 24,624千円
地上権 1,655千円
水利権 3,201千円
電気供給施設利用権 11,518千円

合計 6,489,393千円

(3)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

① 短期金銭債権 79,225千円

② 短期金銭債務 60,176千円

個 別 注 記 表

2022年 4月 1日から

2023年 3月31日まで

　総平均法による原価法（貸借対照表価額については
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってい
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３ 損益計算書に関する注記

(1)関係会社との営業取引高（収益） 1,589,406千円
148,643千円

(2) 11千円

４ 株主資本等変動計算書に関する注記

(1)当期末における発行済株式の数

(2)当期に行った剰余金の配当に関する事項

　2022年6月29日　定時株主総会決議

 配当金の総額 270,600千円
 １株当たりの配当額 3,300円
 基準日 2022年3月31日
 効力発生日 2022年7月29日

　2023年3月7日　臨時株主総会決議

 配当金の総額 200,080千円
 配当の原資 利益剰余金
 １株当たりの配当額 2,440円
 効力発生日 2023年3月17日

(3)基準日が当期に属する配当のうち，配当の効力発生日が翌期となるもの

　2023年6月開催予定の定時株主総会において決議予定

 配当金の総額 86,674千円
 配当の原資 利益剰余金
 １株当たりの配当額 1,057円
 基準日 2023年3月31日
 効力発生日 2023年7月31日

５ 税効果会計に関する注記

(1)繰延税金資産発生の主な原因別の内訳

 法人税法上の繰延資産損金算入限度超過額 17,024千円
 減価償却費損金算入限度超過額 9,482千円
 未払事業税 3,566千円
 その他 1,637千円

 合計 31,711千円

(2)法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は，当期から，グループ通算制度を適用している。また，「グループ通算制度を適用す
る場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日）に従って
法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果の会計処理並びに開示を行ってい
る。

６ 金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

(2)金融商品の時価等に関する事項

未払金の貸借対照表計上額，時価及びこれらの差額については，各金融商品が短期間で決済さ
れ時価が帳簿価額に近似することから，注記を省略している。なお，現金は注記を省略してい
る。

当社は，北陸電力グループキャッシュ・マネジメント・サービス（ＣＭＳ）により短期的
な資金の運用及び調達を行っている。

2023年3月31日に計上されている金融商品である預金及び売掛金，短期貸付金，買掛金，

ている。
営業債権である売掛金は，取引先毎に期日管理及び残高管理を行い，リスク低減を図っ

　　　　　　　　  　　（費用）

関係会社との営業取引以外の取引高

普通株式　82,000株
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７ 関連当事者との取引に関する注記

　関連当事者との重要な取引は次のとおりである。

　取引条件及び取引条件の決定方針等
　（注１）

　（注２）

８ １株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額 134,671円31銭

(2)１株当たり当期純利益金額 2,114円47銭

９ その他の注記

　資産除去債務の計上について

　　 当社は三国風力発電設備において，借地契約を締結しており，それに伴う原状回復義務に
　 かかる債務を有しているが，借地契約の更新については，貸手である北陸電力株式会社と協
　 議することとなるため原状回復義務の履行時期を合理的に見積ることが困難である。そのた
　 め，当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。

　た価格に基づき決定している。
　取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。

受給料金については総括原価又は再生可能エネルギーの固定価格買取制度により定められ
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